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1-1．費用の配賦の概要 3 

比較査定対象ＮＷ費用 
修繕費 
租税課金 
固定資産除却費 
減価償却費 
需給調整費 
バイオガス調達費 
需要調査・開拓費 
事業者間精算費 

個別査定対象ＮＷ費用 
営業外費用 
法人税等 
事業報酬 
控除項目 
(事業者間精算収益除く) 

高圧導管原価 

中圧Ａ導管原価 

中圧Ｂ導管原価 

低圧導管原価 

供給管原価 

メーター原価 

検針原価 

内管保安原価 

託送供給特定原価 

小売託送 
事業者間
精算 

託送料金原価 

事業者間精算収益 

営業費や事業報酬などから託
送料金原価等（事業者間
精算収益分を含む）を積算 

託送料金原価等を
機能別原価に分類 

需要負荷に応じて部門別
（小売託送と事業者間 
精算）に原価を配分 

配分した事業者間精算
収益を控除 

【Step1】 【Step2】 【Step3】 【Step4】 

算定 
手順 

対応する 
省令条文 

第８条 第９条 
第13条 

算定省令で 
規定なし 

算定省令で 
規定なし 

算定フロー 
（イメージ） 

 託送料金原価は、算定省令に基づき、以下の手順で算定される 



1-2．レートメークの概要 

 レートメークについて、算定省令では以下の６つの条項が規定されている 
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内容 算定省令 

① 圧別料金設定 
（託送供給約款料金を、前条の規定により算定された託送供給約款料金原価等を基に、）ガスの供
給圧力が中圧以上の場合又は低圧の場合に区分して設定しなければならない 

第14条１項 

② 料金体系 

（託送供給約款料金を、前条の規定により算定された託送供給約款料金原価等を基に、）定額基本
料金（※１）、流量基本料金（※２）若しくは従量料金（※３）又はこれらを組み合わせたものとして設定
しなければならない 

第14条１項 

③ 
選択的託送供給 
約款料金 

託送供給約款料金として、一般ガス導管事業等の用に供する設備の効率的な使用その他の効率的な
事業運営に資すると見込まれる場合には、選択的託送供給約款料金を設定することができる 

第14条２項 

④ 収支相償 
託送供給約款料金を、託送供給約款料金原価等と原価算定期間中の託送供給約款に係るガスの供給
量により算定される託送供給約款料金による収入額が一致するように設定しなければならない 

第14条３項 

⑤ 
地域別料金 
の設定 

供給区域が複数の地域に分かれている場合であって、（中略）、託送供給約款料金をこれらの地域
ごとに定めることが適当であると認められる場合においては、託送供給約款料金をこれらの地域ご
とに定めることができる 

第15条１項 

⑥ 
事業者 
設定基準 

一般ガス事業者は、当該一般ガス事業者が行う事業の実施に係る特別な事情が存在する場合であっ
て、当該事情を勘案せずに託送供給約款料金を算定することが合理的でないと認められる場合にお
いては、（中略）、これらの規定とは異なる料金の算定方法を定めることができる 

第16条 

（※１） ガスの供給量及び託送供給契約において確保する導管の容量にかかわらず支払いを受けるべきものをいう 
（※２） ガスの供給量にかかわらず支払いを受けるべき料金であって、託送供給契約において確保する導管の容量に応じて支払いを受けるべきものをいう 
（※３） ガスの供給量に応じて支払いを受けるべき料金をいう 



（参考）託送供給約款料金の算定に関する省令（費用の配賦） 

（出典）電気事業法等の一部を改正する等の法律附則第十八条第一項本文の規定に基づき一般ガス事業者が定める託送供給約款で設定する託送供給約款料金の算定に
関する省令 

第二章 託送供給約款料金原価等の算定 

（原価等の整理） 
第八条 一般ガス事業者は、原価等として、第四条から前条までの規定により算定した営業費、営業費以外の項目、事業報酬及び控除項
目の額を様式第五第一表に整理しなければならない。 

（原価等の機能別原価への配分） 
第九条 一般ガス事業者は、原価等を、別表第二に掲げる配分方法及び別表第三に掲げる配分基準に基づき、機能別原価として、別表第
四の項目に配分し、様式第五第二表に整理しなければならない。 

（託送供給約款料金原価等の算定） 
第十三条 一般ガス事業者は、第九条（第十条第一項に規定する一般ガス事業者にあっては、前条）により算定した機能別原価の各項目
の合計額を託送供給約款料金原価等としなければならない。 
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（参考）託送供給約款料金の算定に関する省令（レートメーク） 

（出典）電気事業法等の一部を改正する等の法律附則第十八条第一項本文の規定に基づき一般ガス事業者が定める託送供給約款で設定する託送供給約款料金の算定に
関する省令 

第三章 託送供給約款料金の算定 
第十四条 一般ガス事業者は、託送供給約款料金を、前条の規定により算定された託送供給約款料金原価等を基に、ガスの供
給圧力が中圧以上の場合又は低圧の場合に区分し、定額基本料金（ガスの供給量及び託送供給契約において確保する導管の容
量にかかわらず支払いを受けるべきものをいう。）、流量基本料金（ガスの供給量にかかわらず支払いを受けるべき料金で
あって、託送供給契約において確保する導管の容量に応じて支払いを受けるべきものをいう。）若しくは従量料金（ガスの供
給量に応じて支払いを受けるべき料金をいう。）又はこれらを組み合わせたものとして設定しなければならない。 
２ 一般ガス事業者は、託送供給約款料金として、一般ガス導管事業等の用に供する設備の効率的な使用その他の効率的な事
業運営に資すると見込まれる場合には、選択的託送供給約款料金を設定することができる。 
３ 一般ガス事業者は、託送供給約款料金を、託送供給約款料金原価等と原価算定期間中の託送供給約款に係るガスの供給量
により算定される託送供給約款料金による収入額（以下「料金収入」という。）が一致するように設定しなければならない。 
４ 一般ガス事業者は、様式第六第一表の託送供給約款料金原価等と料金収入の比較表（選択的託送供給約款料金を設定した
場合にあっては、同表及び様式第六第二表の選択的託送供給約款料金種別一覧表）を作成しなければならない。 
 
第四章 雑則 
（地域別料金） 
第十五条 一般ガス事業者は、その供給区域が複数の地域に分かれている場合であって、託送供給を行うことができるガスの
熱量等の範囲、組成その他のガスの受入条件が著しく異なる場合その他託送供給約款料金をこれらの地域ごとに定めることが
適当であると認められる場合においては、託送供給約款料金をこれらの地域ごとに定めることができる。この場合においては、
原価等の算定及び配分はこれらの地域ごとに行わなければならない。 
２ 前項前段の場合における料金の設定は、第二条から前条までに規定する方法その他これに類する方法であって一般ガス事
業者の事業活動の実状に応じた適正かつ合理的な方法により行わなければならない。 

（一般ガス事業者が定める算定方法） 
第十六条 一般ガス事業者は、当該一般ガス事業者が行う事業の実施に係る特別な事情が存在する場合であって、当該事情を
勘案せずに託送供給約款料金を算定することが合理的でないと認められる場合においては、第九条及び第十一条から第十四条
までの規定にかかわらず、適正かつ合理的な範囲内において、これらの規定の趣旨に基づくものであって、これらの規定とは
異なる料金の算定方法を定めることができる。この場合において、当該一般ガス事業者は、当該算定方法を様式第七に整理し
なければならない。 
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第１章 総則 
１．基本方針 
電気事業法等の一部を改正する等の法律（平成２７年法律第４７号。以下「改正法」という。）附則第１８条第１項の規定に基づき、同
項に規定する一般ガス事業者（以下単に「一般ガス事業者」という。）が定める託送供給約款の認可に当たっては、この要領に従って審
査を行うものとする。 
（３）算定省令における「託送供給約款料金の算定」（算定省令第３章）については、料金が定率又は定額をもって明確に定められると
ともに、特定の者に対して不当な差別的取扱いをするものとなっていないか否かを審査するものとする。 
 
第３章 「料金の計算」に関する審査 
第１節 「料金が定率又は定額をもって明確に定められていること」に関する審査 
改正法附則第１８条第２項第３号に規定する「料金が定率又は定額をもって明確に定められていること。」については、あらかじめ料金
表等において明確に定められている定額基本料金、流量基本料金若しくは従量料金又はこれらを組み合わせたものをもって、使用量等に
応じた料金が計算可能であるか否かを審査するものとする。 

第２節 「不当な差別的取扱い」に関する審査 
同項第５号に規定する「特定の者に対して不当な差別的取扱いをするものでないこと」については、正当な理由に基づいて一般的に区別
を行う場合を除き、託送供給の相手方となる全ての者に対して平等であるか否かを審査するものとする。 

（参考）託送供給約款料金審査要領 

（出典）電気事業法等の一部を改正する等の法律附則第十八条第一項の規定に基づき一般ガス事業者が定める託送供給約款で設定する託送供給約款料金審査要領 
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各事業者が今回申請した 
託送料金原価 

東京ガス 
大阪ガス 東邦ガス 東京 

地区等 
群馬 
地区他 

四街道 
12A地区 

託送供給料金原価等 
（事業者間精算収益分含む） 3,027 73 5.5 1,974 757 

事業者間精算収益 
（事業者間精算分） 68 － － 12 11 

託送供給料金原価 
（小売託送分） 2,959 73 5.5 1,961 745 

2-1．各事業者申請状況：費用の配賦（託送料金原価等の算定） 

 各事業者が、算定省令に基づき算定した託送料金原価等と、そのうち事業者間精算
収益を除いた託送料金原価は以下のとおり 

（出典）東京ガス・大阪ガス・東邦ガスの情報に基づき、電力・ガス取引監視等委員会事務局が作成 
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（単位：億円／年） 

需要負荷に応じて部門別 
（小売託送と事業者間精算）に 

原価を配分 



2-2．各事業者申請状況：料金体系 
 各事業者が申請した料金メニュー（標準料金）は以下のとおり 

（出典）東京ガス・大阪ガス・東邦ガスの情報に基づき、電力・ガス取引監視等委員会事務局が作成 
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年間 
使用量 
(m3/年) メニュー メニュー メニュー 

～3万 標準第1種 
複数二部料金 

標準第1種 
複数二部料金 

標準第1種 
複数二部料金 

3万 
～50万 

標準第2種
（その3） 
三部料金 

標準第2種
（その3） 
三部料金 

標準第2種
（その3） 
三部料金 

50万 
～200万 

標準第2種
（その2） 
三部料金 

標準第2種
（その2） 
三部料金 

設定なし 

200万～ 標準第2種
（その1） 
三部料金 

標準第2種
（その1） 
三部料金 

  

年間 
使用量 
(m3/年) メニュー 

～3千 標準Ⅰ種 
複数二部料金 

3千 
～10万 

標準Ⅱ種 
三部料金 

10万 
～50万 

標準Ⅲ種 
三部料金 

50万 
～100万 

標準Ⅳ種 
三部料金 

100万～ 標準Ⅴ種 
三部料金 

年間 
使用量 
(m3/年) メニュー 

～3.3万 １種標準 
複数二部料金 

3.3万 
～10万 

２種標準 
三部料金 

10万 
～100万 

３種標準 
三部料金 

100万 
～300万 

４種標準 
三部料金 

300万～ ５種標準 
三部料金 

東京ガス 大阪ガス 東邦ガス 

東京地区等 群馬地区他 四街道12A地区 

指摘事項18への回答 



託送料金 

2-2．各事業者申請状況：料金体系（標準１種のみ） 

 各事業者は、標準１種の託送料金メニューについて、小売料金メニューと同じ月間 
使用量区分でレートメークしている 

（出典）東京ガス・大阪ガス・東邦ガスの情報に基づき、電力・ガス取引監視等委員会事務局が作成 
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指摘事項18への回答 

東京ガス（東京地区等） 

小売料金 メニュー名 

大阪ガス 

託送料金 小売料金 メニュー名 

東邦ガス 

託送料金 小売料金 メニュー名 

20m3 以下 Ａ表 

21m3 ～ 50m3 Ｂ表 

51m3 ～ 100m3 Ｃ表 

101m3 ～ 200m3 Ｄ表 

201m3 ～ 350m3 Ｅ表 

351m3 ～ 500m3 Ｆ表 

501m3 ～ 1,000m3 Ｇ表 

1,001m3 以上 Ｈ表 

20m3 以下 Ａ表 

21m3 ～ 50m3 Ｂ表 

51m3 ～ 100m3 Ｃ表 

101m3 ～ 250m3 Ｄ表 

251m3 ～ 500m3 Ｅ表 

501m3 以上 Ｆ表 

20m3 以下 

21m3 ～ 80m3 

81m3 ～ 200m3 

201m3 ～ 500m3 

501m3 ～ 800m3 

801m3 以上 

Ａ表 

Ｂ表 

Ｃ表 

Ｄ表 

Ｅ表 

Ｆ表 



2-3．各事業者申請状況：託送料金 
 各事業者の料金表に基づく、需要量別の託送料金は以下のとおり 
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0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

託
送
料
金
（
円
/
月
）
 

月 間 使 用 量 （m3/月） 

  東京ガス(東京地区等) 

  大阪ガス 

  東邦ガス 

＜託送料金（円／月、税抜）＞ 
東京ガス 
(東京地区等) 103 675 1,247 1,799 2,350 2,902 3,454 4,006 4,557 5,008 5,459 

大阪ガス 490 1,280 2,071 2,357 2,643 2,929 3,213 3,497 3,781 4,065 4,349 
東邦ガス 345 987 1,630 2,084 2,538 2,992 3,423 3,855 4,287 4,719 5,151 

（出典）東京ガス・大阪ガス・東邦ガスの情報に基づき、電力・ガス取引監視等委員会事務局が作成 

指摘事項18への回答 



＜託送料金比率＞ 
東京ガス 
(東京地区等) 15% 37% 42% 46% 48% 49% 50% 50% 51% 51% 50% 

大阪ガス 71% 63% 61% 53% 48% 44% 42% 40% 39% 38% 37% 
東邦ガス 50% 45% 44% 43% 42% 42% 42% 41% 41% 41% 41% 

2-4．各事業者申請状況：託送料金と小売料金の比較 
 各事業者の需要量別の託送料金と小売料金を比較すると以下のとおり 
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0

5,000

10,000

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

託
送
料
金
（
円
/
月
）
 

月 間 使 用 量 （m3/月） 

託送料金（東京ガス・東京地区等） 託送料金（大阪ガス） 託送料金（東邦ガス） 

小売料金（東京ガス・東京地区等） 小売料金（大阪ガス） 小売料金（東邦ガス） 

※ 小売料金は、平成28年10月適用料金に基づいて算定 
※ 小売料金、託送料金いずれも税抜 

（出典）東京ガス・大阪ガス・東邦ガスの情報に基づき、電力・ガス取引監視等委員会事務局が作成 

指摘事項18への回答 



（参考）標準家庭における託送料金と小売料金 
 各事業者の家庭向け標準使用量における託送料金と小売料金は以下のとおり 
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（出典）各事業者ヒアリング結果 及び 託送供給約款認可申請書・ホームページより、電力・ガス取引監視等委員会事務局が作成 

指摘事項18への回答 

標準 
使用量 

託送料金（税抜） 小売料金（税抜） 割合 
（A/B） 基本料金 従量料金 合計（A) 基本料金 従量料金 合計（B) 

東京ガス
（東京地区等） 

32 ㎥ 144.10 55.17 1,909 960.00 99.64 4,148 46.0% 

大阪ガス 33 ㎥ 1,498.40 28.63 2,443 1,238.33 108.01 4,802 50.9% 

東邦ガス 31 ㎥ 722.00 45.40 2,129 1,444.45 113.57 4,965 42.9% 

（単位：円／㎥、円） 

※ 小売料金は、平成28年10月適用料金に基づいて算定 



東京ガス 
大阪ガス 東邦ガス 

東京地区等 群馬地区他 四街道12A地区 

標準 
１種 圧力共通料金 圧力別料金 

• 中圧減算 圧力共通料金 

標準 
２種 
以上 

圧力別料金 
• 高中圧同額 
• 低圧加算 

圧力別料金 
• 高中圧同額 
• 低圧加算 

圧力共通料金 
圧力別料金 
• 高圧減算 
• 低圧加算 

圧力別料金 
• 高中圧同額 
• 低圧加算 

2-5．各事業者申請状況：圧力別料金の設定状況 

 算定省令第14条１項では、「ガスの供給圧力が中圧以上の場合又は低圧の場合に
区分して設定しなければならない」とされているところ、第16条に基づき中圧以上と低圧
で共通料金が設定されているケースがある 

（出典）東京ガス・大阪ガス・東邦ガスの情報に基づき、電力・ガス取引監視等委員会事務局が作成 
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2-6．各事業者申請状況：割引料金等の設定状況 
 各事業者が設定している割引料金等は、以下のとおり 

（出典）東京ガス・大阪ガス・東邦ガスの情報に基づき、電力・ガス取引監視等委員会事務局が作成 
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東京ガス（※１） 大阪ガス 東邦ガス 

季節別料金 
標準２種は 

全て季節別料金となっている 

年間使用量10万m3以上かつ 
一定の負荷率（※２）を 

超える場合に 
選択可能 

全料金種別において 
選択可能 

稼働率向上料金／ 
高倍率割引 

ー 

年間使用量50万m3以下かつ
一定の年間倍率（※３）を 

超える場合に 
選択可能 

三部料金（２～５種）を適用 
かつ 

一定の年間倍率（※３）を 
超える場合に 
選択可能 

コージェネレーション 
割引 

負荷改善効果の高い 
特定機器の使用が条件 
（割引上限額の設定あり） 

ー ー 

ガス灯料金 ー ガス灯需要向け ー 

（※１） 東京ガスの割引料金の有無は、地区別で異なる（表中は東京地区等の割引料金を記載） 
（※２） 負荷率＝年間託送供給量÷（需要期（12月から3月）託送供給量×３） 
（※３） 年間倍率＝年間託送供給量（需要量）÷最大払い出しガス量 



3．費用の配賦・レートメークに関する論点 
論  点 内  容 対  応 

費
用
配
賦 

ア 費用配賦 
の計算 

•各算定段階において、直課・帰属・配賦の考え方に基づき、適切に費用の
配賦計算が行われているか 事務局にて 

確認予定 
イ 配賦基準・係数 •各算定段階において、適切な配賦基準・係数を使用しているか 

レ
ー
ト
メ
ー
ク 

ウ 料金体系 
の設定 

•算定省令（第14条1項）に基づく料金体系となっているか 
•圧力共通料金の設定など、事業者独自の料金体系としている場合には、
算定省令（第16条）に基づき合理的であるか 

•小売料金や高圧・中圧の現行託送料金との整合を踏まえ、料金体系が 
設定されているか 

専門会合で 
議論 

エ 料金単価 
の水準 

•定額基本料金、流量基本料金、従量料金の単価は、合理的な考え方に
基づいた水準となっているか 

オ 小売料金と 
託送料金の関係 

•託送料金が小売料金を超えないように設定されているか 
•もし超えるようなケースがある場合、実際の需要家の利用状況と照らし 
合わせても、託送料金が上回ることがありえるか 事務局にて 

確認予定 
カ 地域別料金 

の設定 
•地域別料金を設定している場合、算定省令（第15条1項）に基づき、 
地域ごとに定めることが適当であるか 

キ 
割引料金等 
の設定 

•割引料金等は、合理的な考え方に基づき設定されており、また有用な効果
が見込まれた適正な割引額となっているか 
（季節別料金・稼働率向上料金／高倍率割引・ｺｰｼﾞｪﾈﾚｰｼｮﾝ割引等） 

専門会合で 
議論 
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